
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

水道料基本料金減免事業（Ｒ７予備
費分）

①物価高騰の影響を受けている町民の負担を軽減するた
め、米国関税措置として２か月分（令和７年９月～令和７年
10月）の水道料金の基本料金の減免（公共施設を除く。）、
また、町の簡易水道対象外地域で構成する地区水道組合
等に対し、基本料減免に係る補助金を交付する。
②簡易水道利用世帯940世帯、地区水道組合11組合、他
市町村水道利用者1世帯
③3,681千円【3,324千円（簡易水道利用世帯１か月減免
1,661.7千円×２か月）、353千円（地区水道組合１か月減免
176.4千円×２か月）、４千円（他市町村水道利用者1.7千円
×２か月）】　うち一般財源276千円
④町民・事業者
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